
基本目標６

　　　　市民協働による、

持続可能な自主自立のまち



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 15

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

9,000 9,0000

具体的取組内容

・予算書、成果説明書等の作成
・財務書類作成（作成に係る支援業務を委託）
・財務会計システムの更新及び運用

事
業
費

年度

Ｒ4

0 0

財源内訳(千円)

0

Ｒ3

0 0 0 9,000 9,000

0

0

9,000

0

・予算書、成果説明書等の作成
・財務書類作成（作成に係る支援業務を委託）
・財務会計システムの更新及び運用

Ｒ2

0 0 0 9,000

0

具体的取組内容

３３ 財政の健全化
(1)長期的視点に立った持続可能な
安定的財政運営の推進

Ｒ1

0 0 0 21,059 21,059

0 0 0 21,059

その他 一般財源

21,059

事業費計(千円)
国県支出金 地方債

具体的取組内容

・予算書、成果説明書等の作成
・財務書類作成（作成に係る支援業務を委託）
・財務会計システムの更新及び運用

担当課

事業名

対象

手段

目的

事
業
概
要

基本目標 基本施策 主要施策

政策課

予算編成をはじめとした財政管理全般に係る事業であり、財
政状況の説明資料（予算書・成果説明書・公会計制度に基づ
く財務書類）の作成・公表なども実施する事業である。

市民

予算書、成果説明書、財務書類等の作成及び
公表

適切な財政管理及び財政状況等の公表

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

財政管理事業

施策体系

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財産管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

0

具体的取組内容

・予算書、成果説明書等の作成
・財務書類作成（作成に係る支援業務を委託）
・財務会計システムの更新及び運用



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

2

1

0.430 0.430 0.435 0.435

財政状況等の公表回数

活動 回
ホームページ及び市広報紙での財政状況等の
公表回数

総合計画目標指標 指標種別

単位

1 財政力指数 成果 ―

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別

単位 R1 R2 R3 R4

6

R1 R2 R3

6 6 6

R4

3 実質公債費比率 成果 ％
14.0

2 経常収支比率 成果 ％
92.0 92.0 91.5

15.0 16.0 17.0

91.5

0.0 0.0
4 将来負担比率 成果 ％

0.0 0.0

6,000 6,000
6 基金の活用による財源確保(債権等運用益) 成果 万円

5,000 5,000

23,460 22,322
5 市債残高 成果 百万円

25,231 24,005



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 70

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 40 4,300 4,340

具体的取組内容

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を
行う

0

Ｒ3

0 0 40 4,300 4,340

具体的取組内容

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を
行う

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を
行う

0

0

具体的取組内容

4,289

0 0 60 4,229

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 40 4,300 4,340

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

公共施設等のテレビ視聴料、日本ケーブルテレビ連盟等へ
の負担金支払いを行う事業と、過年度使用料等未納者への
督促・収納業務

対象 使用料未納者

手段 郵送又は訪問による使用料の徴収

目的 過年度使用料の徴収強化と未収金の解消

4,289

0 0 60 4,229

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

過年度使用料等未納者に対する督促及び収納を
行う

担当課 秘書広報課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
コミュニティ放送管
理費

0

事業名 コミュニティ放送管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３４ 歳入の確保
(2)税外収入の徴収強化と未収金の
解消



上段：計画値　下段：実績値

58 56

年度末の未納者数

2

使用料未納者数

成果 人

63 60

1 1

未納者の内分納の約束をとれた件数（納付計
画作成分)

1
分納の約束件数

活動 人

2 1

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 25

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 財産活用課

事業名 財産管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３４ 歳入の確保 (3)市有財産の適正処分と有効活用

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

本庁舎の維持管理、修繕、警備業務、機械設備等の保守業
務、清掃業務、宿日直業務及び普通財産の除草作業等維持
管理業務を行う。

対象 市民

手段 普通財産及び市庁舎の維持管理等

目的 市有財産の適正処分と有効活用

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財産管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

本庁舎の維持管理、修繕、整備業務、機械整備等
の保守業務、清掃業務、宿日直業務及び普通財産
の除草作業等の維持管理のほか、普通財産にか
かる登記手数料等。

66,275

0 0 3,357 62,918 66,275

0 0 3,357 62,918

0

0

0

Ｒ2

0 0 3,388 63,500 66,888

具体的取組内容

本庁舎の維持管理、修繕、整備業務、機械整備等
の保守業務、清掃業務、宿日直業務及び普通財産
の除草作業等の維持管理のほか、普通財産にか
かる登記手数料等。

Ｒ3

0 0 3,388 63,500 66,888

0

0

具体的取組内容

本庁舎の維持管理、修繕、整備業務、機械整備等
の保守業務、清掃業務、宿日直業務及び普通財産
の除草作業等の維持管理のほか、普通財産にか
かる登記手数料等。

Ｒ4

0 0 3,388 63,500 66,888

0

0

具体的取組内容

本庁舎の維持管理、修繕、整備業務、機械整備等
の保守業務、清掃業務、宿日直業務及び普通財産
の除草作業等の維持管理のほか、普通財産にか
かる登記手数料等。



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

市有地の維持管理回数

活動 回

10 10 10 10

市有地の草刈、清掃を実施した回数

3 3

市有地を新規に売却または貸付した件数

2

市有地情報のＰＲ件数

活動 件

6 6 6 6

市有地の情報をホームページに掲載した件数

3

市有地処分件数

成果 件

3 3



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 10 目 10

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

20,135 21,335

0

Ｒ4

0 0

0

具体的取組内容

催告や納税相談等により自主納付を促すとともに、
給与や売掛金、預貯金等の滞納処分も行う。

0

0

21,335

0

具体的取組内容

催告や納税相談等により自主納付を促すとともに、
給与や売掛金、預貯金等の滞納処分も行う。

0 0 1,200 20,135

0

Ｒ2

0 0 1,200 20,135 21,335

催告や納税相談等により自主納付を促すとともに、
給与や売掛金、預貯金等の滞納処分も行う。

具体的取組内容

催告や納税相談等により自主納付を促すとともに、
給与や売掛金、預貯金等の滞納処分も行う。

Ｒ3

0

1,200

具体的取組内容

Ｒ1

0 0 1,200 20,135

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

(3)市有財産の適正処分と有効活用

21,335

0 0 1,200 20,135 21,335

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

施策体系

担当課

事業名

主要施策

市税収納・徴収事業

税務課

一般会計　　　　　　          

市税の収納管理及び滞納整理により、公平な税負担と税収
確保を図る。また、滞納整理については、効率的・効果的に
滞納処分を行うとともに、大川広域行政組合への移管及び香
川滞納整理機構との共同徴収を実施する。

納税義務者

滞納処分等

歳入を確保するための徴収強化

総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　徴税費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賦課徴収費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

対象

手段

目的

事
業
概
要

基本目標 基本施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３４ 歳入の確保



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

2

実態調査件数

活動 件

2,000 2,000 2,000

1

2 市税の滞納繰越分の収納率 成果 ％
34.5

単位 R1

給与・預金・保険等の差押えを行った件数

差押件数

活動 件

50 50 50 50

2,000

滞納者の相続調査・財産調査を行った件数

34.5

R2 R3 R4

34.5 34.5

R2 R3 R4

％
98.5 98.5 98.5 98.5

市税の現年課税分の収納率 成果

総合計画目標指標 指標種別

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別

1

単位 R1



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 10 目 10

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 税務課債権管理室

事業名 債権管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３４ 歳入の確保 (3)市有財産の適正処分と有効活用

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

各種債権の効率的な回収を行う。また、債権管理専門員と担
当課との共同徴収により、専門的な知識や交渉力の向上を
図り、各種債権の適正管理と滞納の早期解消に取り組む。

対象 滞納者

手段 各種債権の適正管理と滞納の早期解消

目的 歳入を確保するための未収金の解消

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　徴税費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賦課徴収費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

担当課と綿密に協議しながら、適正かつ効率的な
債権回収に努める。

6,745

0 0 0 6,745 6,745

0 0 0 6,745

0

0

0

Ｒ2

0 0 0 6,745 6,745

具体的取組内容

催告や納税相談等により自主納付を促すとともに、
給与や売掛金、預貯金等の滞納処分も行う。

Ｒ3

0 0 0 6,745 6,745

0

0

具体的取組内容

催告や納税相談等により自主納付を促すとともに、
給与や売掛金、預貯金等の滞納処分も行う。

Ｒ4

0 0 0 6,745 6,745

0

0

具体的取組内容

催告や納税相談等により自主納付を促すとともに、
給与や売掛金、預貯金等の滞納処分も行う。



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

滞納者実態調査件数

活動 件

200 200 200 200

給与・預金・保険等の差押えを行った件数

1,600 1,600

債権管理室の職員が関与して回収することが
できた金額

2

滞納処分・支払督促件数

活動 件

20 20 20 20

滞納者の相続調査・財産調査を行った件数

3

回収金額

成果 千円

1,700 1,700



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 05

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

53,500 53,500

0

Ｒ4

0 0

0

具体的取組内容
クレジットカード決済等の寄附手続きの簡素化を図るた
め、一括代行業務委託（決済方法の充実、返礼品の発注
管理、問合せ対応等）を実施する。
委託事業者のサイトへ掲載するほか、新たにパンフレット
を作成する。
返礼品を随時追加し、チラシやHPの修正を行う。

0

0

53,500

0

具体的取組内容

クレジットカード決済等の寄附手続きの簡素化を図るた
め、一括代行業務委託（決済方法の充実、返礼品の発注
管理、問合せ対応等）を実施する。
委託事業者のサイトへ掲載する。
返礼品を随時追加し、チラシやHPの修正を行う。

0 0 0 53,500

0

Ｒ2

0 0 0 53,500 53,500

クレジットカード決済等の寄附手続きの簡素化を図るた
め、一括代行業務委託（決済方法の充実、返礼品の発注
管理、問合せ対応等）を実施する。
委託事業者のサイトへ掲載する。
返礼品を随時追加し、チラシやHPの修正を行う。

具体的取組内容

クレジットカード決済等の寄附手続きの簡素化を図るた
め、一括代行業務委託（決済方法の充実、返礼品の発注
管理、問合せ対応等）を実施する。
委託事業者のサイトへ掲載する。
返礼品を随時追加し、チラシやHPの修正を行う。

Ｒ3

0

0

具体的取組内容

Ｒ1

0 0 0 52,583

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

(4)自主財源確保策の充実

52,583

0 0 0 52,583 52,583

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

施策体系

担当課

事業名

主要施策

まちづくり寄附推進事業

総務課

一般会計　　　　　　          

まちづくり寄附（ふるさと納税）の推進を図るため、事務
一括代行業務委託を行い、PR活動を充実させることに
より、自主財源の確保及び返礼品において市内の地場
産業の活性化を図る。

市外在住者

インターネット等を利用したPR活動

自主財源の確保及びさぬき市、地場産品
のPR

総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

対象

手段

目的

事
業
概
要

基本目標 基本施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３４ 歳入の確保



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

2

1

2

単位 R1

年度単位での掲載回数とし、市内出身の市外在住者
が多く市内へ滞在すると考えられる、お盆及び年末年
始に広報へまちづくり寄附について掲載する。

広報紙への掲載回数

活動 件

2 2 2 2

R2 R3 R4

R2 R3 R4

万円
9,000 10,000 10,000 10,000

まちづくり寄附金額 成果

総合計画目標指標 指標種別

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別

1

単位 R1
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 政策課

事業名 企画事業①（総合計画、総合戦略、企画関係）

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３５ 行政改革の推進
(1)総合計画に基づく戦略的な行財政
運営の推進

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

第２次総合計画や地方版総合戦略の進捗管理を行うととも
に、地域活性化に資する市民活動の支援のほか、職員政策
研究などを通じた各種施策の調査・検討を行う。

対象 市、市民、事業所等

手段 各種施策に掲げる事業の着実な実施

目的

Ｒ1
具体的取組内容

①第2次総合計画（基本構想・中期基本計画・実施
計画）の周知
②人口ビジョン改訂及び次期総合戦略の策定
③地方創生推進交付金採択事業の実施（源内の改
革ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）　ほか

8,537

1,975

市の中長期的な課題の克服

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 230 6,332 8,537

1,975 0 230 6,332

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

4,600

Ｒ3

0 0 0 6,600 6,600

0

0

具体的取組内容

①第2次総合計画中期基本計画進捗状況調査
②第2次総合計画後期基本計画策定のためのｱﾝ
ｹｰﾄ調査
③総合戦略進捗状況調査及び改訂
④地域活性化支援事業の実施　ほか

0

Ｒ2

0 0 0 4,600

具体的取組内容

①第2次総合計画中期基本計画進捗状況調査
②総合戦略進捗状況調査及び改訂
③地域活性化支援事業の実施　ほか

0

0

具体的取組内容

①第2次総合計画中期基本計画進捗状況調査
②第2次総合計画後期基本計画の策定
③総合戦略進捗状況調査及び改訂
④地域活性化支援事業の実施　ほか

事
業
費

Ｒ4

0 0 0 9,100 9,100



上段：計画値　下段：実績値

R4

1 総合計画の指標達成度 成果 ％
55.0 60.0 60.0 65.0

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

R3 R4

1

まち・ひと・しごと創生有識者会議及び本
部会議開催回数

活動 回

5 5 5 5

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

会議を通して戦略に掲げる取組の推進と進捗
の管理を強化する。
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 3,500 55,000 58,500

具体的取組内容

職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管
理を行う。また、適正な人事管理を行うため、人事
給与システムにおいて更新・修正作業を行う。

0

Ｒ3

0 0 3,500 55,000 58,500

具体的取組内容

職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管
理を行う。また、適正な人事管理を行うため、人事
給与システムにおいて更新・修正作業を行う。

職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管
理を行う。また、適正な人事管理を行うため、人事
給与システムにおいて更新・修正作業を行う。

0

0

具体的取組内容

83,775

0 0 3,407 80,368

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 3,500 80,000 83,500

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

将来にわたって、計画的に適正な人事管理、職員の健康管
理及び安全衛生の管理を行う。

対象 職員

手段
人事給与システムによる管理及びイントラでの
周知

目的 適正な人事管理及び職員の福利厚生の充実

83,775

0 0 3,407 80,368

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

職員の採用、退職、給与、服務、福利厚生等の管
理を行う。また、適正な人事管理を行うため、人事
給与システムにおいて更新・修正作業を行う。

担当課 秘書広報課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般管理費

0

事業名 人事管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３５ 行政改革の推進
(2)効果的かつ効率的な組織体制等
の整備



上段：計画値　下段：実績値

0 0

人事給与システムの運用上における障害発生
件数

2

システムによる障害発生件数

成果 回

0 0

10 10

人事給与システムの運用における修正適用の
件数

1

人事給与システム保守件数

活動 件

10 10

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 生活環境課

事業名 市民窓口サービス事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３５ 行政改革の推進
(2)効果的かつ効率的な組織体制等
の整備

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

本庁舎を訪れる市民に、受付事務（福祉関係、教育関係、水
道関係、下水道関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）に係る市
民サービスを、生活環境課において提供する。

対象 市民

手段 人員配置の適正化

目的

Ｒ1
具体的取組内容

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教
育関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正かつ
迅速に対応し、住民サービスの向上を図るため、期
間業務職員を配置する。

1,934

0

窓口サービスの向上

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 0 1,934 1,934

0 0 0 1,934

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

1,934

Ｒ3

0 0 0 1,934 1,934

0

0

具体的取組内容

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教
育関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正かつ
迅速に対応し、住民サービスの向上を図るため、期
間業務職員を配置する。

0

Ｒ2

0 0 0 1,934

具体的取組内容

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教
育関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正かつ
迅速に対応し、住民サービスの向上を図るため、期
間業務職員を配置する。

0

0

具体的取組内容

生活環境課窓口における受付事務（福祉関係、教
育関係、ごみ関係及びし尿汲取関係）を適正かつ
迅速に対応し、住民サービスの向上を図るため、期
間業務職員を配置する。

事
業
費

Ｒ4

0 0 0 1,934 1,934



上段：計画値　下段：実績値

R4

1

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

生活環境課窓口における苦情件数

成果 件

0 0

R3 R4

1

生活環境課窓口における受付件数

活動 件

25,652 25,652 25,652 25,652

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

0 0

生活環境課窓口における窓口サービスへの苦
情件数

生活環境課窓口における受付件数（Ｈ27～Ｈ
29の平均値）
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

2,500

具体的取組内容

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所
（市町村アカデミー）、全国市町村国際文化研修所（国際
文化アカデミー）等の研修参加及び自治大学校への職員
の派遣を行う。また、行政職員としての意識向上やスキ
ルアップを図るための独自研修を行う。

0

Ｒ3

0 0 1,000 1,500 2,500

0

具体的取組内容

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所
（市町村アカデミー）、全国市町村国際文化研修所（国際
文化アカデミー）等の研修参加及び自治大学校への職員
の派遣を行う。また、行政職員としての意識向上やスキ
ルアップを図るための独自研修を行う。

0

Ｒ4

0 0 1,000 1,500

0

0

具体的取組内容

0

2,398

0 0 930 1,468

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

Ｒ2

0 0 1,000 1,500 2,500

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所
（市町村アカデミー）、全国市町村国際文化研修所（国際
文化アカデミー）等の研修参加及び自治大学校への職員
の派遣を行う。また、行政職員としての意識向上やスキ
ルアップを図るための独自研修を行う。

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

各種研修機会の提供による職員の意欲向上及び効果的な職
員研修の実施による人材育成の実践。

対象 職員

手段 外部研修の推進及び独自研修の実施

目的 職員の意欲向上及び人材育成の実践

2,398

0 0 930 1,468

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

香川県市町職員研修センター、市町村職員中央研修所
（市町村アカデミー）、全国市町村国際文化研修所（国際
文化アカデミー）等の研修参加及び自治大学校への職員
の派遣を行う。また、行政職員としての意識向上やスキ
ルアップを図るための独自研修を行う。

担当課 秘書広報課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般管理費

0

事業名 職員研修事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３５ 行政改革の推進
(3)職員の資質向上と働き方改革の
推進



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

120 120 120

さぬき市で独自に実施した研修への参加者数

さぬき市で独自に実施した研修の回数

2

独自研修への参加者数

成果 人

120

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R3 R4

1

独自研修の実施回数

活動 回

10 10 10 10

R2

2

1 外部研修参加率 成果 ％
16.0 16.5 17.0 17.5

R4総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 200 15,000 15,200

具体的取組内容

　議案の収集・提出、例規の審査及び指定管理者
選定審議会の開催、マイナンバー制度への諸対応
などのほか、郵便料金の取りまとめと支払い、コ
ピー用紙の調達、コピー代等の支払いを行う。

0

Ｒ3

0 0 200 15,000 15,200

具体的取組内容

　議案の収集・提出、例規の審査及び指定管理者
選定審議会の開催、マイナンバー制度への諸対応
などのほか、郵便料金の取りまとめと支払い、コ
ピー用紙の調達、コピー代等の支払いを行う。

　議案の収集・提出、例規の審査及び指定管理者
選定審議会の開催、マイナンバー制度への諸対応
などのほか、郵便料金の取りまとめと支払い、コ
ピー用紙の調達、コピー代等の支払いを行う。

0

0

具体的取組内容

15,346

2,348 0 200 12,798

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 200 15,000 15,200

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

議案の収集・提出、例規の審査、指定管理者選定審議会の
運営などのほか総務管理的取組を実施する。
庁内に共通する経常的経費である印刷用消耗品や郵送料等
を総括的に執行する。

対象 職員

手段 経常的経費の抑制に向けた周知

目的
庁内の経常的経費の総額抑制と執行における
効率性向上

15,346

2,348 0 200 12,798

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

　議案の収集・提出、例規の審査及び指定管理者
選定審議会の開催、マイナンバー制度への諸対応
などのほか、郵便料金の取りまとめと支払い、コ
ピー用紙の調達、コピー代等の支払いを行う。

担当課 総務課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

事業名 総務管理事務事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３５ 行政改革の推進
(5)行政評価制度の有効活用と行政
改革の更なる推進



上段：計画値　下段：実績値

6,100 6,100

事務の増加や煩雑化の中で増加傾向にある経常経
費抑制に向けた取組の成果としての１年間に支払っ
たコピー代（総務課支払い）の金額

2

コピー代（総務課支払い分）

成果 千円

6,100 6,100

160 160

条例、規則、訓令、告示の例規整備件数。
（市長部局のみ）

1

例規整備（制定・改廃）の年間件数

活動 件

160 160

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 800 288,000 288,800

具体的取組内容

・H29年度末に調達した情報系端末140台につい
て、更新のため機器導入、賃貸借契約のそれぞれ
の業者を入札により選定する。
・個人番号利用事務系、インターネット接続系への
仮想デスクトップ接続環境の再構築を行う。

0

Ｒ3

0 0 800 315,880 316,680

具体的取組内容

・税務課（債権管理室）で運用中の総合滞納管理シ
ステムを更新する。
・自治体中間サーバーに直接接続している中間
サーバー接続機器を更新する。

・グループウェア等の情報システムの使用容量の
増加、情報システムの操作・通信等のログ蓄積に
対応するための仮想サーバ領域を拡張（追加）す
る。
・自治体中間サーバーと相互に接続している番号
連携サーバーを更新する。

0

0

具体的取組内容

275,819

0 0 1,602 274,217

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 800 279,200 280,000

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

本市の基幹業務系（住民基本台帳、税等）及び内部情報系電
算システムの運用と管理を行う事業である。また、番号制度
導入以降、庁内の業務システム間及び自治体中間サーバと
の情報連携業務も行っている。各電算システムが安定して稼
働するように日々のシステム稼働状況を監視し、障害発生時
には速やかにその対応にあたる。

対象 本市で使用する行政情報システム

手段 既存システムの再評価と調達方法の見直し

目的 電子化による事務の効率化とコスト削減

275,819

0 0 1,602 274,217

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

・メーカーサポートが終了するサーバOS等を最新環
境に更新し、この環境に適応したソフトウェアライセ
ンスの調達と、クライアントPCの更新を実施する。
・グループウェアシステムで用いるLGWANメールに
ウィルス対策機能を追加する。

担当課 総務課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子計算費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

事業名 電算システム維持管理事務事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３５ 行政改革の推進
(4)電算システムの最適化に向けた
全庁的取組の推進



上段：計画値　下段：実績値

2

70.00 70.00

循環型社会を目指し、且つコストを抑制するた
め、プリンタのトナーに占めるリサイクル率を把
握する。

1

リサイクルトナー使用率

活動 ％

70.00 70.00

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

6.00

2

市民１人あたりの「電子計算費」事業コスト 成果 千円
5.00 5.00 6.50
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課

事業名

主要施策

戸籍・住民異動等管理事業

市民課

一般会計　　　　　　          

戸籍・住民基本台帳等の管理、戸籍事務、住民基本台帳事
務、印鑑登録事務等、市民の窓口として正確かつ迅速な対応
をし、市民サービスの向上を図る

市民

戸籍総合システムの運用、管理

市民サービスの向上

総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸籍住民基本台帳費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸籍住民基本台帳費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対象

手段

目的

事
業
概
要

基本目標 基本施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３５ 行政改革の推進
(4)電算システムの最適化に向けた
全庁的取組の推進

施策体系

Ｒ1

59 0 23,071 12,724

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

22,600 45

35,854

59 0 23,071 12,724 35,854

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

22,700

0

具体的取組内容

戸籍・住民基本台帳等の管理、　戸籍事務、住民基
本台帳事務、印鑑登録事務等各種届出書の受理、
証明、交付を行う

0

具体的取組内容

戸籍・住民基本台帳等の管理、　戸籍事務、住民基
本台帳事務、印鑑登録事務等各種届出書の受理、
証明、交付を行う

45 22,70022,600

Ｒ3

55 0 22,600 45 22,700

0

Ｒ4

55 0

0

0

具体的取組内容

戸籍・住民基本台帳等の管理、　戸籍事務、住民基
本台帳事務、印鑑登録事務等各種届出書の受理、
証明、交付を行う

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

具体的取組内容

戸籍・住民基本台帳等の管理、　戸籍事務、住民基
本台帳事務、印鑑登録事務等各種届出書の受理、
証明、交付を行う

0

0

Ｒ2

55 0



上段：計画値　下段：実績値
総合計画目標指標 指標種別

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別

1

R4R1 R2 R3

10

戸籍届出及び住所異動等処理を迅速に行う

10 10 10

5 5

当該事務への配置人員数

単位 R1 R2 R3 R4

市民サービスの向上を図るための配置人
員数

活動 人

5 5

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

2

戸籍届出及び住所異動等処理時間の短
縮

成果 分

1

2

単位
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 市民課

事業名 住民基本台帳ネットワークシステム管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３５ 行政改革の推進
(4)電算システムの最適化に向けた
全庁的取組の推進

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

住民基本台帳ネットワークシステムは、地方公共団体相互間
のコミュニケーションの円滑化及び情報を共有し高度利用を
図るための基盤として整備された行政専用のネットワークシ
ステムである。セキュリティの高いネットワークシステムの運
用管理とともに、個人番号カードの交付及び管理業務を行
い、市民サービスの向上を図る

対象 市民

手段
住民基本台帳ネットワークシステムの運用、管
理

目的 市民サービスの向上

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸籍住民基本台帳費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸籍住民基本台帳費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

住民異動等の管理、個人番号カードの交付、公的
個人認証等事務を行い、市民サービスに寄与する

12,275

5,815 0 367 6,093 12,275

5,815 0 367 6,093

0

0

0

Ｒ2

5,000 0 350 5,850 11,200

具体的取組内容

住民異動等の管理、個人番号カードの交付、公的
個人認証等事務を行い、市民サービスに寄与する

Ｒ3

5,000 0 350 5,850 11,200

0

0

具体的取組内容

住民異動等の管理、個人番号カードの交付、公的
個人認証等事務を行い、市民サービスに寄与する

Ｒ4

5,000 0 350 5,850 11,200

0

0

具体的取組内容

住民異動等の管理、個人番号カードの交付、公的
個人認証等事務を行い、市民サービスに寄与する



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

市民サービスの向上を図るための配置人
員数

活動 人

6 6 6 6

当該事務への配置人員数

2

マイナンバーカードの交付に係る時間の
短縮を図る

成果 分

20 20 20 20

マイナンバー交付に係る事務処理の簡素化を
図り、迅速に交付する
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 福祉総務課

事業名 保健福祉事務所運営事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３５ 行政改革の推進
(4)電算システムの最適化に向けた
全庁的取組の推進

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

子育て支援課、障害福祉課及び長寿介護課の各福祉制度シ
ステム、国保・健康課の健康管理システムのクラウド化及び
サポートサービスを実施し、効率的で安定したシステムの運
用を行うことで、市民に遅延のないサービスを行う。

対象 福祉サービスを受ける人

手段 安定的なシステムの運用

目的 適正な福祉サ－ビスの提供

一般会計　　　　　　          民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

福祉システムの更新をする。
システム更新に伴い、不慣れな職員も効率的に使
用できるよう運用する。

153,227

0 0 0 153,227 153,227

0 0 0 153,227

0

0

0

Ｒ2

0 0 0 22,238 22,238

具体的取組内容

総合福祉・健康管理システムの運用により、適正な
福祉サ－ビスを提供する。

Ｒ3

0 0 0 22,238 22,238

0

0

具体的取組内容

総合福祉・健康管理システムの運用により、適正な
福祉サ－ビスを提供する。

Ｒ4

0 0 0 22,238 22,238

0

0

具体的取組内容

総合福祉・健康管理システムの運用により、適正な
福祉サ－ビスを提供する。



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

保守点検回数

活動 回

2 2 2 2

定期保守点検及び消耗部品の交換等回数

2

システムサポ－ト件数

成果 件

300 250 150 120

サポート業者に対して問合せした業務内容に
対して対処した件数
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 政策課

事業名 行政改革推進事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３５ 行政改革の推進
(5)行政評価制度の有効活用と行政
改革の更なる推進

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

限られた財源の中、簡素で効率的な行財政運営を図るため、
事務事業の効率化や合理化、官民の役割分担の適正化や
市民サービスの向上など行政改革に係る取組を推進する。

対象 各種事務事業

手段
事務事業評価及び目標指標に係る進捗状況
調査を実施

目的

Ｒ1
具体的取組内容

第5次行政改革実施計画に基づく取組を進めるとと
もに、行政改革委員会からの提言等を踏まえ、計画
の適切な進捗管理と、実行性ある取組を推進する。

164

0

簡素で効率的な行政運営

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 0 164 164

0 0 0 164

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

164

Ｒ3

0 0 0 164 164

0

0

具体的取組内容

第5次行政改革実施計画に基づく取組を進めるとと
もに、行政改革委員会からの提言等を踏まえ、計画
の適切な進捗管理と、実行性ある取組を推進する。

0

Ｒ2

0 0 0 164

具体的取組内容

第5次行政改革実施計画に基づく取組を進めるとと
もに、行政改革委員会からの提言等を踏まえ、計画
の適切な進捗管理と、実行性ある取組を推進する。

0

0

具体的取組内容

第5次行政改革実施計画に基づく取組を進めるとと
もに、行政改革委員会からの提言等を踏まえ、計画
の適切な進捗管理と、実行性ある取組を推進する。

事
業
費

Ｒ4

0 0 0 164 164



上段：計画値　下段：実績値

R4

1

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

行政改革推進委員会からの提言数

成果 回

1 1

R3 R4

1

行政改革推進委員会の開催回数

活動 回

3 3 3 4

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

1 1

行政改革推進委員会における議論をまとめた
行政改革に関する提言数

行政改革推進委員会を開催する回数



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 27

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 政策課

事業名 庁舎整備事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３６ 公共施設マネジメントの推進
(1)計画的な公共施設の整理・再編と
管理運営の最適化

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

南海トラフを等を起因とする地震津波災害に備え、津波浸水
想定区域外に防災拠点を設けるとともに、老朽化が著しく、耐
震性のない各支所を集約するため、防災機能を有する庁舎を
新たに整備する。

対象 市民

手段 寒川庁舎の開庁及び駐車場整備

目的

Ｒ1
具体的取組内容

寒川庁舎の開庁に向け、ＬＡＮ整備及び引越しを行
う。
また、来庁者用等の駐車場確保のため、寒川支所
を解体し、駐車場として整備する。
※R1年度で事業完了予定

217,160

0

利用しやすい庁舎の整備

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庁舎建設費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

140,700 0 76,460 217,160

0 140,700 0 76,460

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

0

Ｒ3

0 0 0 0 0

0

0

具体的取組内容

0

Ｒ2

0 0 0 0

具体的取組内容

Ｒ4

0 0 0 0 0

0

0

具体的取組内容

事
業
費



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

2

寒川庁舎駐車場に関する苦情件数

成果 件

0 ―

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

寒川庁舎駐車場区画数

― ―

寒川庁舎駐車場の区画不足等による苦情件
数

活動 区画

130 ― ― ―

寒川庁舎駐車場の区画数



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 30

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 政策課

事業名 企画事業②（公共施設使用料見直し）

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３６ 公共施設マネジメントの推進 (2)公共施設使用料の見直し

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

市内の公共施設間で生じている使用料金の統一的な見直し
を行う。

対象 公共施設利用者

手段 公共施設の使用料の統一的見直し

目的

Ｒ1
具体的取組内容

市内公共施設のうち公民館類似施設及び体育施
設類似施設の使用料体系を統一的に見直す。

8,537

1,975

公共施設の使用料の統一

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 230 6,332 8,537

1,975 0 230 6,332

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

4,600

Ｒ3

0 0 0 6,600 6,600

0

0

具体的取組内容

見直し後の状況を把握し、適宜料金体系の見直し
を検討する。

0

Ｒ2

0 0 0 4,600

具体的取組内容

見直し後の状況を把握し、適宜料金体系の見直し
を検討する。

0

0

具体的取組内容

見直し後の状況を把握し、適宜料金体系の見直し
を検討する。

事
業
費

Ｒ4

0 0 0 9,100 9,100



上段：計画値　下段：実績値

R4

1

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

激変緩和措置の改定回数

成果 回

0 0

R3 R4

1

使用料見直し後の状況把握

活動 回

0 1 1 1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

1 1

激変緩和措置の料金体系により改定を行う

調査等により、使用料見直し後の状況把握を
行う



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 27

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

具体的取組内容

Ｒ4

0

0

Ｒ3

0

具体的取組内容

0

0

0

事業費計(千円)

Ｒ1

0 447,200

557,536

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

具体的取組内容

平成３０年度末で閉校した石田小学校施設を教育
委員会事務局の庁舎及び文書保管施設として利用
するための改修と体育館及びプールの除却を行う。
※R1年度で事業完了予定

担当課

事業名

対象

手段

目的

教育総務課

一般会計　　　　　　          

平成３１年３月で閉校した石田小学校施設を教育庁舎等とし
て利用するため、改修工事を行う。

教育庁舎及び文書保管施設

廃校となった旧石田小学校施設の改修
教育庁舎及び文書保管施設を整備

現教委事務所の老朽化及び災害対策並びに
文書管理の一括化

総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0 110,336 557,536

0 447,200 0 110,336

教育庁舎整備事業

0

事
業
概
要

基本目標 基本施策 主要施策

庁舎建設費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３６ 公共施設マネジメントの推進 (3)学校跡地施設の利活用の推進
施策体系

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

0

0

具体的取組内容

0

Ｒ2



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

2

竣工床面積

成果 ㎡

単位

2,719 - - -

教育庁舎及び文書館施設の整備床面積

1

1

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別

単位 R1 R2 R3 R4

-

当該事業の設計・工事に関する進捗行程に基
づく達成度

R1 R2 R3 R4

教育庁舎整備の進捗率

活動 ％

100 - -

総合計画目標指標 指標種別



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 50 項 05 目 10

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 0 5,000 5,000

具体的取組内容
旧学校、幼稚園施設の維持管理を行う。
・旧鶴羽幼稚園　　・旧多和小学校槇川分校
・旧前山幼稚園　　・旧津田中学校（一部）
・旧鴨部小学校
・旧神前小学校
・旧前山小学校

0

Ｒ3

0 0 0 5,000 5,000

具体的取組内容
旧学校、幼稚園施設の維持管理を行う。
・旧鶴羽幼稚園　　・旧多和小学校槇川分校
・旧前山幼稚園　　・旧津田中学校（一部）
・旧鴨部小学校
・旧神前小学校
・旧前山小学校

旧学校、幼稚園施設の維持管理を行う。
・旧鶴羽幼稚園　　・旧多和小学校槇川分校
・旧前山幼稚園　　・旧津田中学校（一部）
・旧鴨部小学校　　※旧津田幼はR1年度中に廃止。
・旧神前小学校
・旧前山小学校

0

0

具体的取組内容

5,558

0 0 0 5,558

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 0 5,000 5,000

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

統廃合による旧学校、幼稚園施設の維持管理を行う。

対象 旧学校施設及び旧幼稚園施設

手段 施設管理、遊具撤去、樹木管理等を実施

目的
当該施設の暫定的利用における秩序維持・適
正管理を図り、恒久的活用への円滑な移行を
確保する

5,558

0 0 0 5,558

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

旧学校、幼稚園施設の維持管理を行う。
・旧津田幼稚園　　・旧前山小学校
・旧鶴羽幼稚園　　・旧多和小学校槇川分校
・旧前山幼稚園　　・旧津田中学校（一部）
・旧鴨部小学校
・旧神前小学校

担当課 教育総務課

一般会計　　　　　　          教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

事業名 旧学校施設管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３６ 公共施設マネジメントの推進 (3)学校跡地施設の利活用の推進



上段：計画値　下段：実績値

0 0

当該管理施設内における事故件数

2

事故件数

成果 件

0 0

7 7

旧津田幼、旧鶴羽幼、旧前山幼、旧鴨部小、
旧神前小、旧前山小、旧多和小槙川分校、旧
津田中

1

管理施設数

活動 校

8 7

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 10

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 400 7,350 7,750

具体的取組内容

文字の大きさ等を考慮した、読みやすい広報紙を
作成及び配布するとともに、特集ページなど魅力あ
る紙面づくりを行う。

0

Ｒ3

0 0 400 7,350 7,750

具体的取組内容

文字の大きさ等を考慮した、読みやすい広報紙を
作成及び配布するとともに、特集ページなど魅力あ
る紙面づくりを行う。

文字の大きさ等を考慮した、読みやすい広報紙を
作成及び配布するとともに、特集ページなど魅力あ
る紙面づくりを行う。

0

0

具体的取組内容

7,933

0 0 424 7,509

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 400 7,350 7,750

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

広報活動により、行政活動の説明責任を果たし、市民が主体
となるまちづくりを構築する。

対象 市内の事業者や住民

手段 年12回広報紙の配布

目的 紙媒体による情報発信

7,933

0 0 424 7,509

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

文字の大きさ等を考慮した、読みやすい広報紙を
作成及び配布するとともに、特集ページなど魅力あ
る紙面づくりを行う。また、さらなる市のPRを行うた
めにバックパネルを更新する。

担当課 秘書広報課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文書広報費

0

事業名 文書広報事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３７ 市民に開かれた市民本位・市民
主体の行政の推進

(1)広報･広聴活動等の充実



上段：計画値　下段：実績値

75 75

広報紙配布数を本市世帯数で除した配布率

2

広報紙世帯配布率

成果 ％

75 75

16,000 16,000

自治会経由及び設置店舗を通じて配布した部
数

1

広報紙配布数

活動 部

16,000 16,000

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 10

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 240 2,874 3,114

具体的取組内容

利用者の満足度を高めるため、内容の充実・修正
に努める。また、引き続き、ウェブアクセシビリティに
配慮したページづくりを行っていく。

0

Ｒ3

0 0 240 2,874 3,114

具体的取組内容

利用者の満足度を高めるため、内容の充実・修正
に努める。また、引き続き、ウェブアクセシビリティに
配慮したページづくりを行っていく。

利用者の満足度を高めるため、内容の充実・修正
に努める。また、引き続き、ウェブアクセシビリティに
配慮したページづくりを行っていく。

0

0

具体的取組内容

3,114

0 0 240 2,874

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 240 2,874 3,114

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

市ホームページを通して、市内外へ正確な行政情報等を発信
するため、ホームページの内容の修正のほか、より利用しや
すいページ作りに努める。

対象 市内外の事業者や住民

手段 市ホームページの更新

目的 市ホームページによる情報発信

3,114

0 0 240 2,874

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

利用者の満足度を高めるため、内容の充実・修正
に努める。また、平成30年度にウェブアクセシビリ
ティに配慮したページ改修が完了しており、今後は
ガイドラインに沿って運用を行っていく。

担当課 秘書広報課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文書広報費

0

事業名 ホームページ管理運営事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３７ 市民に開かれた市民本位・市民
主体の行政の推進

(1)広報･広聴活動等の充実



上段：計画値　下段：実績値

2

500 500

ホームページを更新した件数

1

ホームページ更新件数

活動 件

500 500

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

301,000

2

ホームページへのアクセス件数 成果 件
240,000 260,000 280,000



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 70

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 0 75 75

具体的取組内容

コミュニティ放送番組審議会を年２回開催し、放送
番組の適正を図るため、必要事項を審議する。

0

Ｒ3

0 0 0 75 75

具体的取組内容

コミュニティ放送番組審議会を年２回開催し、放送
番組の適正を図るため、必要事項を審議する。

コミュニティ放送番組審議会を年２回開催し、放送
番組の適正を図るため、必要事項を審議する。

0

0

具体的取組内容

75

0 0 0 75

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 0 75 75

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

放送法で規定されたコミュニティ放送の番組制作に係る番組
審査会等の運営を行う事業

対象 自主放送の番組内容

手段 番組審査会委員からの評価

目的 より良い番組制作

75

0 0 0 75

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

コミュニティ放送番組審議会を年２回開催し、放送
番組の適正を図るため、必要事項を審議する。

担当課 秘書広報課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
コミュニティ放送管
理費

0

事業名 コミュニティ放送運営事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３７ 市民に開かれた市民本位・市民
主体の行政の推進

(1)広報･広聴活動等の充実



上段：計画値　下段：実績値

6 6

審議会の答申内容（番組内容の充実）に基づ
き、掘り下げた内容で独自に制作した企画番
組の本数

2

企画番組制作本数

成果 本

6 6

2 2

自主放送番組に関する審議会の開催回数

1
番組審議会の開催

活動 回

2 2

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 0 169 169

具体的取組内容

ＮＨＫ等でコミュニティ放送番組制作担当者（初任
者）の技術研修を行う旅費、研修会負担金

0

Ｒ3

0 0 0 169 169

具体的取組内容

ＮＨＫ等でコミュニティ放送番組制作担当者（初任
者）の技術研修を行う旅費、研修会負担金

ＮＨＫ等でコミュニティ放送番組制作担当者（初任
者）の技術研修を行う旅費、研修会負担金

0

0

具体的取組内容

169

0 0 0 169

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 0 169 169

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

コミュニティ放送番組制作担当者（初任者）の技術研修
を行う。

対象 番組制作にかかわる職員

手段 スキルアップのための研修会参加

目的 より良い番組制作

169

0 0 0 169

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

ＮＨＫ等でコミュニティ放送番組制作担当者（初任
者）の技術研修を行う旅費、研修会負担金

担当課 秘書広報課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
コミュニティ放送管
理費

0

事業名 技術研修事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３７ 市民に開かれた市民本位・市民
主体の行政の推進

(1)広報･広聴活動等の充実



上段：計画値　下段：実績値

0 0

映像を見て不快感を抱いた等のクレーム件数

2

映像に対する技術的なクレーム

成果 件

0 0

1 1

ケーブルテレビ事業に関する技術向上のため
研修への参加回数

1

技術研修参加回数

活動 回

1 1

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 70

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 660 30,500 31,160

具体的取組内容

停波を起こさないようコミュニティ放送施設及び機
器の維持管理を行う

0

Ｒ3

0 0 660 30,500 31,160

具体的取組内容

停波を起こさないようコミュニティ放送施設及び機
器の維持管理を行う

停波を起こさないようコミュニティ放送施設及び機
器の維持管理を行う

0

0

具体的取組内容

29,851

0 0 1,308 28,543

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 660 30,500 31,160

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

コミュニティ放送を行うための設備及び機器の維持管理を行
う。

対象 番組放送にかかわる設備

手段 設備及び危機の保守及びシステムの更新

目的 放送事故防止

29,851

0 0 1,308 28,543

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

停波を起こさないようコミュニティ放送施設及び機
器の維持管理を行う

担当課 秘書広報課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
コミュニティ放送管
理費

0

事業名 コミュニティ番組放送事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３７ 市民に開かれた市民本位・市民
主体の行政の推進

(1)広報･広聴活動等の充実



上段：計画値　下段：実績値

2 2

停波事故防止のため設備保守点検

2

保守点検回数

活動 回

2 2

0 0

500 世帯以上が影響し2 時間以上の停波事故
件数
(総務省へ報告義務のある停波事故）

1

停波事故発生件数

成果 件

0 0

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 70

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 秘書広報課

事業名 コミュニティ番組制作事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３７ 市民に開かれた市民本位・市民
主体の行政の推進

(1)広報･広聴活動等の充実

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

派遣カメラマン・アナウンサー、文字・データ放送入力の臨時
職員の費用及びコミュニティチャンネルで放送する自主番組
の制作を行う。

対象 自主放送の視聴者

手段 自主放送の番組制作

目的 適切な情報伝達活動の充実

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
コミュニティ放送管
理費

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作
を行う

13,694

0 0 2,064 11,630 13,694

0 0 2,064 11,630

0

0

0

Ｒ2

0 0 2,000 12,000 14,000

具体的取組内容

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作
を行う

Ｒ3

0 0 2,000 12,000 14,000

0

0

具体的取組内容

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作
を行う

Ｒ4

0 0 2,000 12,000 14,000

0

0

具体的取組内容

コミュニティチャンネルで放送する自主番組の制作
を行う



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

自主制作番組制作本数

活動 本

230 230 230 230

一年間に市で制作した番組本数

2

スポンサー放送数

成果 千円

1,700 1,750 1,800 1,850

一年間にスポンサー放送を行った金額
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 0 3,100 3,100

具体的取組内容

行政不服申立て制度に関する対応、固定資産評価
審査委員会の開催、顧問弁護士への法律相談、訴
訟代理の委任等に関する事務。固定資産評価審査
委員会の運営のほか、顧問弁護士への法律相談、
訴訟代理の委任等を行う。

0

Ｒ3

0 0 0 3,100 3,100

具体的取組内容

行政不服申立て制度に関する対応、固定資産評価
審査委員会の開催、顧問弁護士への法律相談、訴
訟代理の委任等に関する事務。固定資産評価審査
委員会の運営のほか、顧問弁護士への法律相談、
訴訟代理の委任等を行う。

行政不服申立て制度に関する対応、固定資産評価
審査委員会の開催、顧問弁護士への法律相談、訴
訟代理の委任等に関する事務。固定資産評価審査
委員会の運営のほか、顧問弁護士への法律相談、
訴訟代理の委任等を行う。

0

0

具体的取組内容

3,123

0 0 0 3,123

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 0 3,100 3,100

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

市民からの不服申立に対する対応や、事務の執行上生じる諸問題
に対する法的対応としての弁護士相談や争訴手続きなどを行う。

対象 市民

手段 法律や例規の解釈の相違に適正に対応する

目的 市民の権利・利益の救済

3,123

0 0 0 3,123

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

行政不服申立て制度に関する対応、固定資産評価
審査委員会の開催、顧問弁護士への法律相談、訴
訟代理の委任等に関する事務。固定資産評価審査
委員会の運営のほか、顧問弁護士への法律相談、
訴訟代理の委任等を行う。

担当課 総務課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

事業名 総務行政不服申立等事務事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３７ 市民に開かれた市民本位・市民
主体の行政の推進

(3)文書管理の改善と適切な情報公
開



上段：計画値　下段：実績値

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2 2

市民から固定資産評価審査申出があった場合、専門
的・中立的な第三者機関として当該委員会を開催す
る回数

1

固定資産評価審査委員会の開催

活動 件

2 2

2 2

市が直面する諸問題に対応すべく、法的専門知識を
有する弁護士と顧問契約を締結する契約数

2

市に関わる法律問題等解決のための顧
問弁護士契約

活動 件

2 2

0 0

審査請求されたことに対し、中立的な立場から、裁決
書を提出することは、市民に対し、一定の結論を示す
行為であるため、裁決書提出件数

3

行政不服審査法に基づく裁決書の提出件
数

活動 件

0 0

0 0

固定資産課税台帳に登録された価格に不服が
ある場合の審査申出件数

4

固定資産評価審査委員会への審査申出件数

成果 件

0 0

10 10

トラブル発生件数は成果とは言えない面もあるが、制
度を活用して正しい法律解釈が促進されるといった側
面に着目し、相談案件数を指標とする

5

顧問弁護士への相談案件数

成果 件

10 10

0 0

行政が行った処分（不作為も含む。）に対し、不
服がある場合の審査請求件数

6

行政不服審査法にも基づく審査請求件数

成果 件

0 0
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 0 700 700

具体的取組内容

公文書及び個人情報の開示請求件数の公表を行う
とともに、特定個人情報等の安全管理対策全般の
実効性の確保及び定着の徹底に努める。

0

Ｒ3

0 0 0 700 700

具体的取組内容

公文書及び個人情報の開示請求件数の公表を行う
とともに、特定個人情報等の安全管理対策全般の
実効性の確保及び定着の徹底に努める。

公文書及び個人情報の開示請求件数の公表を行う
とともに、特定個人情報等の安全管理対策全般の
実効性の確保及び定着の徹底に努める。

0

0

具体的取組内容

771

0 0 0 771

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 0 700 700

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

市民に対する説明責任や市民に開かれた行政を推進するた
めの情報公開、及び個人情報の有用性に配慮しつつ、個人
の権利利益を保護するための個人情報保護に関する事務を
行う。

対象 市民

手段 情報公開の制度及び開示状況等の周知

目的
市政運営の説明責任を全うし、市民参加によ
る開かれた行政を推進

771

0 0 0 771

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

公文書及び個人情報の開示請求件数の公表を行う
とともに、特定個人情報等の安全管理対策全般の
実効性の確保及び定着の徹底に努める。

担当課 総務課

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

事業名 情報公開・個人情報保護事務事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３７ 市民に開かれた市民本位・市民
主体の行政の推進

(3)文書管理の改善と適切な情報公
開



上段：計画値　下段：実績値

10 10

個人情報の開示請求件数

2

個人情報開示請求件数

成果 件

10 10

1 1

市民への啓発を兼ね、開示請求状況・開示状
況を市広報紙に掲載する。

1

情報公開制度による開示状況等の市広報
紙等掲載回数

活動 回

1 1

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

25

2

公文書開示請求件数 成果 件
25 25 25
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 総務課

事業名 文書管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３７ 市民に開かれた市民本位・市民
主体の行政の推進

(3)文書管理の改善と適切な情報公
開

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

適正な文書事務及び文書管理を行うことで、市の意思決定過
程の適正化・明確化とそうした公文書の公開による説明責任
を全うすることを推進する。

対象 職員

手段
公文書の適正な管理及び文書管理ルールの
周知・徹底

目的
行政文書の適正な執行管理と、公文書の保
存・廃棄等の適正化

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

旧町文書の整理を行うとともに、文書管理ルールの
見直しを実施する。また、文書保管施設の運用等に
ついても検討する。

5,272

0 0 0 5,272 5,272

0 0 0 5,272

0

0

0

Ｒ2

0 0 0 6,000 6,000

具体的取組内容

旧町文書の整理を行うとともに、文書管理ルールの
見直しを完了し、庁内への周知を行う。また、公文
書館の設置に向けての検討を行う。

Ｒ3

0 0 0 7,000 7,000

0

0

具体的取組内容

文書保管施設の整備・充実を図りながら、公文書館
への移行に向けての検討を継続する。

Ｒ4

0 0 0 7,000 7,000

0

0

具体的取組内容

文書保管施設の整備・充実を図りながら、公文書館
への移行に向けての検討を継続する。



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

適正な文書事務を推進するための啓発

活動 回

1 1 1 1

職員に対する文書事務手引き等の周知
新人職員に対する文書事務説明会の実施

2

文書廃棄量

成果 トン

20 20 20 20

毎年実施する文書廃棄時の廃棄量（排出量）
を把握する。
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 生活環境課

事業名 自治振興事業②（コミュニティ活性化関係）

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化
(1)コミュニティ意識の高揚と地域内
団体の活動支援

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

自治会運営補助金、さぬき市連合自治会補助金、コミュニ
ティ助成事業補助金、地域まちづくり活動事業補助金等の交
付をはじめとしてコミュニティの活動を支援する。

対象 市民

手段 啓発・促進

目的

Ｒ1
具体的取組内容

○自治会運営補助金
○コミュニティ助成事業補助金
○コミュニティの活動支援

55,813

0

コミュニティ意識の高揚等

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治振興費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 5,000 50,813 55,813

0 0 5,000 50,813

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

55,813

Ｒ3

0 0 5,000 50,813 55,813

0

0

具体的取組内容

○自治会運営補助金
○コミュニティ助成事業補助金
○コミュニティの活動支援

0

Ｒ2

0 0 5,000 50,813

具体的取組内容

○自治会運営補助金
○コミュニティ助成事業補助金
○コミュニティの活動支援

0

0

具体的取組内容

○自治会運営補助金
○コミュニティ助成事業補助金
○コミュニティの活動支援

事
業
費

Ｒ4

0 0 5,000 50,813 55,813



上段：計画値　下段：実績値

R4

1 自治会加入率 成果 ％
80 80 80 80

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

R3 R4

1

コミュニティ助成事業交付件数

活動 件

2 2 2 2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

コミュニティ助成事業補助金の交付件数
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 生活環境課

事業名 自治振興事業①（広聴活動関係）

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化 (2)まちづくり活動拠点の整備

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

市政懇談会を開催することにより、市政への市民参画を促
し、協働のまちづくりを進めるほか、市民本位の市政の充実
を図るため、意見メールや自治会要望等の広聴活動に努め
る。

対象 市民

手段 市政懇談会の開催

目的

Ｒ1
具体的取組内容

○市政懇談会の開催
○自治会等の意見や要望に対応
○市民が行政活動に参加する機会をつくる（附属機
関等会議の開催に関する指針の運用）

19

0

広聴活動の拡充による市民参画の推進

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治振興費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 0 19 19

0 0 0 19

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

19

Ｒ3

0 0 0 19 19

0

0

具体的取組内容

○市政懇談会の開催
○自治会等の意見や要望に対応
○市民が行政活動に参加する機会をつくる（附属機
関等会議の開催に関する指針の運用）

0

Ｒ2

0 0 0 19

具体的取組内容

○市政懇談会の開催
○自治会等の意見や要望に対応
○市民が行政活動に参加する機会をつくる（附属機
関等会議の開催に関する指針の運用）

0

0

具体的取組内容

○市政懇談会の開催
○自治会等の意見や要望に対応
○市民が行政活動に参加する機会をつくる（附属機
関等会議の開催に関する指針の運用）

事
業
費

Ｒ4

0 0 0 19 19



上段：計画値　下段：実績値

R4

1 市政懇談会の参加率 成果 ％
60 65 65 70

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

市政懇談会の参加対象者数

活動 人

370 370

R3 R4

1

市政懇談会の参加者数

活動 人

247 247 247 247

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

370 370

市政懇談会の参加要件を自治会長としている
ので自治会の数と同数とする。

市政懇談会に参加した者の数（参加対象者数
の２／３を計画値とする。）
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 生活環境課

事業名 自治振興事業③（コミュニティ活動拠点）

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化 (2)まちづくり活動拠点の整備

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

市民が主体のまちづくりを推進するため、自治会組織の活動
拠点の活性化と健全な発展を目指す。

対象 市民

手段 社会福祉協議会への委託及び補助

目的

Ｒ1
具体的取組内容

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、
地域コミュニティ活動の拠点整備を行い、円滑な運
営を図る。

4,424

0

コミュニティ活動拠点の活性化等

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治振興費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 0 4,424 4,424

0 0 0 4,424

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

4,424

Ｒ3

0 0 0 4,424 4,424

0

0

具体的取組内容

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、
地域コミュニティ活動の拠点整備を行い、円滑な運
営を図る。

0

Ｒ2

0 0 0 4,424

具体的取組内容

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、
地域コミュニティ活動の拠点整備を行い、円滑な運
営を図る。

0

0

具体的取組内容

集会場建設等事業費補助金の交付をすることで、
地域コミュニティ活動の拠点整備を行い、円滑な運
営を図る。

事
業
費

Ｒ4

0 0 0 4,424 4,424



上段：計画値　下段：実績値

R4

1

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

小さな拠点施設整備率（総合戦略指標）

成果 ％

20 40

R3 R4

1

小さな拠点施設数（総合戦略指標）

活動 施設

1 2 3 4

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

60 80

小さな拠点整備施設数の目標（５施設）に対す
る割合

小さな拠点補助対象施設数の述べ施設数
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 生活環境課

事業名 コミュニティセンター管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化 (2)まちづくり活動拠点の整備

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

市内２ヶ所（志度・大川）のコミュニティセンターの適正な維持
管理を行う。

対象 市民

手段 コミュニティセンターの適正な維持管理

目的

Ｒ1
具体的取組内容

○志度コミュニティセンターの運営管理
○大川コミュニティセンターの運営管理

1,934

0

まちづくり拠点の整備による地域コミュニティの活性化

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治振興費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 1,934 0 1,934

0 0 1,934 0

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

1,934

Ｒ3

0 0 1,934 0 1,934

0

0

具体的取組内容

○志度コミュニティセンターの運営管理
○大川コミュニティセンターの運営管理

0

Ｒ2

0 0 1,934 0

具体的取組内容

○志度コミュニティセンターの運営管理
○大川コミュニティセンターの運営管理

0

0

具体的取組内容

○志度コミュニティセンターの運営管理
○大川コミュニティセンターの運営管理

事
業
費

Ｒ4

0 0 1,934 0 1,934



上段：計画値　下段：実績値

R4

1
コミュニティ施設（コミュニティセンター及び
公民館）の年間利用者数

成果 人
77,100 77,400 77,700 77,800

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

R3 R4

1

コミュニティセンターの施設点検回数

活動 回

12 12 12 12

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

コミュニティセンターの施設を定期的に点検した回数
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 750 18,357 19,107

具体的取組内容

寒川農村環境改善センターの適切な維持管理と運
営を行う。

0

Ｒ3

0 0 750 18,357 19,107

具体的取組内容

寒川農村環境改善センターの適切な維持管理と運
営を行う。

寒川農村環境改善センターの適切な維持管理と運
営を行う。

0

0

具体的取組内容

19,107

0 0 750 18,357

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 750 18,357 19,107

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

寒川農村環境改善センターの施設を利用した研修、講習会、
その他文化的な活動を通じ、住民の生活環境の向上を図り、
健康で文化的な生活の実現を目指し、施設管理及び運営を
行う。

対象 寒川農村環境改善センター

手段 維持管理及び運営

目的 住民の生活環境の向上

19,107

0 0 750 18,357

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

寒川農村環境改善センターの適切な維持管理と運
営を行う。
雨漏りに伴う屋上防水工事を実施する。

担当課 農林水産課

一般会計　　　　　　          農林水産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農業農村施設費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

事業名 寒川農村環境改善センター管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化 (2)まちづくり活動拠点の整備



上段：計画値　下段：実績値

20,000 20,000

寒川農村環境改善センター施設の年間利用者
数

2

寒川農村環境改善センター施設利用者数

成果 人

20,000 20,000

3 3

施設の機能維持を図り、利用者が快適に利用
できるように適宜修繕を施す

1

寒川農村環境改善センター施設修繕箇所
数

活動 箇所

3 3

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 98 6,182 6,280

具体的取組内容

大川農村環境改善センターの適切な維持管理と運
営を行う。

0

Ｒ3

0 0 98 6,182 6,280

具体的取組内容

大川農村環境改善センターの適切な維持管理と運
営を行う。

大川農村環境改善センターの適切な維持管理と運
営を行う。

0

0

具体的取組内容

6,280

0 0 98 6,182

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 98 6,182 6,280

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

大川農村環境改善センターの施設を利用した研修、講習会、
その他文化的な活動を通じ、住民の生活環境の向上を図り、
健康で文化的な生活の実現を目指し、施設管理及び運営を
行う。

対象 大川農村環境改善センター

手段 維持管理及び運営

目的 住民の生活環境の向上

6,280

0 0 98 6,182

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

大川農村環境改善センターの適切な維持管理と運
営を行う。
空調設備の改修工事を実施する。

担当課 農林水産課

一般会計　　　　　　          農林水産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農業農村施設費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

事業名 大川農村環境改善センター管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化 (2)まちづくり活動拠点の整備



上段：計画値　下段：実績値

3,000 3,000

大川農村環境改善センター施設の年間利用者
数

2

大川農村環境改善センター施設利用者数

成果 人

3,000 3,000

2 2

施設の機能維持を図り、利用者が快適に利用
できるように適宜修繕を施す

1

大川農村環境改善センター施設修繕箇所
数

活動 箇所

2 2

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

0

0

Ｒ4

0 0 204 8,466 8,670

具体的取組内容

農業農村施設の適切な維持管理と運営を行う。

0

Ｒ3

0 0 204 8,466 8,670

具体的取組内容

農業農村施設の適切な維持管理と運営を行う。

農業農村施設の適切な維持管理と運営を行う。

0

0

具体的取組内容

8,670

0 0 204 8,466

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金

0

Ｒ2

0 0 204 8,466 8,670

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

志度構造改善センター、前山活性化センター、田園交流セン
ターの施設管理、運営及び生産物直売所（マリンレスト）、うの
べ展望ふれあい公園の施設管理を行うことにより、地域内外
との交流を図り地域の活性化に資する。

対象 農業農村施設

手段 維持管理及び運営

目的 住民の生活環境の向上

8,670

0 0 204 8,466

地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

農業農村施設の適切な維持管理と運営を行う。

担当課 農林水産課

一般会計　　　　　　          農林水産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農業農村施設費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

0

事業名 農業農村施設管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化 (2)まちづくり活動拠点の整備



上段：計画値　下段：実績値

25,000 25,000

農業農村施設の年間利用者数

2

農業農村施設利用者数

成果 人

25,000 25,000

10 10

施設の機能維持を図り、利用者が快適に利用
できるように適宜修繕を施す

1

農業農村施設修繕箇所数

活動 箇所

10 10

R4

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3

2
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 商工観光課

事業名 志度南交流センター管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化 (2)まちづくり活動拠点の整備

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

施設の環境整備に務めることで、利用者が安心して使うこと
ができる施設とする。

対象 施設利用者

手段 施設の維持管理

目的

Ｒ1
具体的取組内容

・施設の維持管理及び修繕

2,957

0

地域コミュニティの交流促進

一般会計　　　　　　          商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商工業振興費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 430 2,527 2,957

0 0 430 2,527

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

1,200

Ｒ3

0 0 400 800 1,200

0

0

具体的取組内容

・施設の維持管理及び修繕

0

Ｒ2

0 0 400 800

具体的取組内容

・施設の維持管理及び修繕

0

0

具体的取組内容

・施設の維持管理及び修繕

事
業
費

Ｒ4

0 0 400 800 1,200



上段：計画値　下段：実績値

R4

1

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

志度南交流センター利用回数

成果 回

700 700

R3 R4

1

志度南交流センター修繕件数

活動 件

2 2 2 2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

700 700

施設利用回数

施設に係る修繕件数
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 商工観光課

事業名 研修センター管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化 (2)まちづくり活動拠点の整備

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

施設の環境整備に務めることで、利用者が安心して使うこと
ができる施設とする。

対象 施設利用者

手段 施設の維持管理

目的

Ｒ1
具体的取組内容

・施設の維持管理及び修繕

100

0

地域コミュニティの交流促進

一般会計　　　　　　          商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商工業振興費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 0 100 100

0 0 0 100

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

100

Ｒ3

0 0 0 100 100

0

0

具体的取組内容

・施設の維持管理及び修繕

0

Ｒ2

0 0 0 100

具体的取組内容

・施設の維持管理及び修繕

0

0

具体的取組内容

・施設の維持管理及び修繕

事
業
費

Ｒ4

0 0 0 100 100



上段：計画値　下段：実績値

R4

1

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

研修センター利用回数

成果 回

50 50

R3 R4

1

研修センター巡回回数

活動 回

12 12 12 12

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

50 50

施設利用回数

施設巡回回数
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 教育総務課

事業名 末ふれあいひろば管理事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化 (2)まちづくり活動拠点の整備

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

統合により閉校した旧志度小学校末分校の学校施設及び敷
地の有効活用のため、末ふれあいひろばを設置し、地域の交
流を図り、活性化に寄与する。

対象 地域住民

手段 指定管理者制度による施設維持管理運営

目的 地域活性化

一般会計　　　　　　          教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教育総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

指定管理者制度を活用し、地域にとっての有益な
利活用及び地域の活性化が図れるよう、委託管理
者を指導し、施設の維持管理運営を行う。

480

0 0 0 480 480

0 0 0 480

0

0

0

Ｒ2

0 0 0 480 480

具体的取組内容

指定管理者制度を活用し、地域にとっての有益な
利活用及び地域の活性化が図れるよう、委託管理
者を指導し、施設の維持管理運営を行う。

Ｒ3

0 0 0 480 480

0

0

具体的取組内容

指定管理者制度を活用し、地域にとっての有益な
利活用及び地域の活性化が図れるよう、委託管理
者を指導し、施設の維持管理運営を行う。

Ｒ4

0 0 0 480 480

0

0

具体的取組内容

指定管理者制度を活用し、地域にとっての有益な
利活用及び地域の活性化が図れるよう、委託管理
者を指導し、施設の維持管理運営を行う。



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

施設総点検回数

活動 回

12 12 12 12

設備の破損等、日常確認以外の詳細な点検実
施回数

100 100

指定管理者制度導入当初計画数（2,600人）に対す
る、当該年度の利用者数の増減率。
当該年度利用者数／2,600人

2

施設利用者数（地域・その他団体・自主事
業等により施設を利用した年間人数)

成果 人

2,500 2,500 2,500 2,500

末地区人口334人（平成30年度末時点）が利用年4回
（1,336人）＋その他団体利用（500人）＋自主事業等
利用年2回（700人）【端数処理】

3

施設利用者増加率

成果 ％

100 100



令和元年度総合計画中期基本計画実施計画／事務事業評価調書

会計 01 款 10 項 05 目 50

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 生活環境課

事業名 自治振興事業④（ボランティア活動支援関係）

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３８ 地域コミュニティの活性化 (3)ボランティア活動への支援

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

市民が主体のまちづくりを推進するため、ボランティア団体等
との協働のまちづくりを進める。

対象 市民

手段 ボランティア活動を支援

目的
地域コミュニティの活性化をはかり協働のまち
づくりを推進

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治振興費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、
協働を促進する。

840

0 0 0 840 840

0 0 0 840

0

0

0

Ｒ2

0 0 0 840 840

具体的取組内容

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、
協働を促進する。

Ｒ3

0 0 0 840 840

0

0

具体的取組内容

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、
協働を促進する。

Ｒ4

0 0 0 840 840

0

0

具体的取組内容

ボランティア団体やＮＰＯなどの市民活動を支援し、
協働を促進する。



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

NPO法人の新規設立認可団体数

活動 団体

1 1 1 1

香川県がさぬき市に主たる事務所を置くNPO法人の
新規設立認可団体数（当該年度に設立認可された団
体数）

2

ＮＰＯ法人設立認可団体数

成果 団体

12 12 12 12

香川県がさぬき市に主たる事務所を置くＮＰＯ
法人を設立認可した団体数の総数
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 政策課

事業名 地方振興事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３９ 広域的行政の推進 (1)広域的な行政の推進

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

さぬき市と東かがわ市の2市で一部事務組合を組織し、消
防、し尿処理その他の事務を共同して実施していく。

対象 大川広域行政組合

手段 負担金支出

目的

Ｒ1
具体的取組内容

さぬき市と東かがわ市が広域一部事務組合を組織
して、消防、し尿処理、その他の事務を共同して実
施する。広域事務運営費（大川広域行政組合の総
務管理に係る負担金）を負担する。

41,312

0

より効率的で効果的な広域的行政を推進

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方振興費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)

0 0 41,312 41,312

0 0 0 41,312

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0

0

42,000

Ｒ3

0 0 0 42,000 42,000

0

0

具体的取組内容

さぬき市と東かがわ市が広域一部事務組合を組織
して、消防、し尿処理、その他の事務を共同して実
施する。広域事務運営費（大川広域行政組合の総
務管理に係る負担金）を負担する。

0

Ｒ2

0 0 0 42,000

具体的取組内容

さぬき市と東かがわ市が広域一部事務組合を組織
して、消防、し尿処理、その他の事務を共同して実
施する。広域事務運営費（大川広域行政組合の総
務管理に係る負担金）を負担する。

0

0

具体的取組内容

さぬき市と東かがわ市が広域一部事務組合を組織
して、消防、し尿処理、その他の事務を共同して実
施する。広域事務運営費（大川広域行政組合の総
務管理に係る負担金）を負担する。

事
業
費

Ｒ4

0 0 0 42,000 42,000



上段：計画値　下段：実績値

R4

1 一部事務組合等による事業実施数 成果 事業
37 37 38 38

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3

2

2

R3 R4

1

広域事務運営費

活動 千円

42,000 42,000 43,000 43,000

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2

大川広域行政組合の総務管理に係る負担金
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計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

計画額

当初予算額

決算額

計画 実績

担当課 政策課

事業名 連携中枢都市圏事業

施策体系
基本目標 基本施策 主要施策

Ⅵ.市民協働による、持続可能な自主
自律のまち

３９ 広域的行政の推進 (2)連携中枢都市圏の取組の推進

事
業
の
内
容

（
Ｐ

）

事
業
概
要

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏における連携中枢都市の高
松市と、さぬき市を含む周辺市町の合わせて３市５町が連携
し、圏域全体の経済成長のけん引や生活関連サービスの向
上を目指す。

対象
圏域内への転出者(抑制のため)及び転入者
(増加のため)

手段 定住のために必要な生活機能等の確保

目的 圏域内への人の流れの創出

一般会計　　　　　　          総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事
業
費

年度
財源内訳(千円)

事業費計(千円)
国県支出金 地方債 その他 一般財源

Ｒ1
具体的取組内容

・瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンに掲げる具体
的な取組について進捗管理を行うとともに、各事業を実
施（政策課）
・文化芸術鑑賞機会等の提供（学校教育課）
・デリバリーアーツ事業（生涯学習課）

2,000

0 0 0 2,000 2,000

0 0 0 2,000

0

0

0

Ｒ2

0 0 0 2,000 2,000

具体的取組内容

・瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンに掲げる具体
的な取組について進捗管理を行うとともに、各事業を実
施（政策課）
・文化芸術鑑賞機会等の提供（学校教育課）
・デリバリーアーツ事業（生涯学習課）

Ｒ3

0 0 0 2,000 2,000

0

0

具体的取組内容

・瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンに掲げる具体
的な取組について進捗管理を行うとともに、各事業を実
施（政策課）
・文化芸術鑑賞機会等の提供（学校教育課）
・デリバリーアーツ事業（生涯学習課）

Ｒ4

0 0 0 2,000 2,000

0

0

具体的取組内容

・瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンに掲げる具体
的な取組について進捗管理を行うとともに、各事業を実
施（政策課）
・文化芸術鑑賞機会等の提供（学校教育課）
・デリバリーアーツ事業（生涯学習課）



上段：計画値　下段：実績値

指
標
デ
ー
タ

（
Ｄ

）

総合計画目標指標 指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1 連携中枢都市圏取組事業数 活動 件
43 43 44 44

2

総合計画目標指標以外の指標
（上段：指標名　下段：測定方法及び設定の考え方)

指標種別 単位 R1 R2 R3 R4

1

人口の社会増減数

成果 人

-290 -290 -280 -280

市の人口の社会増減数

2


